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治水についての結論 

 

未曽有の豪雨がくれば、石木ダムが

あっても、川棚川は各所で氾濫する。

石木ダムは洪水調節機能を失う可能性

が高い。 

 

治水効果が極めて乏しい石木ダムの

建設を中止し、川棚川流域の住民の生

命と財産を本当に守ることができる治

水対策を早急に推進する必要がある。 

石木ダムの工期がまた延長され、

2025 年度完成予定となった。 

 

9 回目の延長で、当初計画からは 46

年遅れとなった。 

 

半世紀も工期が延長されたダムが本

当に必要なのであろうか。 
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川棚川の治水計画（河川整備計

画）では、治水対策の計画規模が、

石木川合流点より上流の川棚川流域

は 1/30、石木川合流点より下流の川

棚川流域は 1/100 になっている。 

 

石木ダムで対応するのは、石木川

合流点より下流の川棚川流域であ

る。 

石木ダムの 2025 年度までの工期延

長を認めた長崎県公共事業評価監視

委員会の委員長は、近年は、全国的

に大雨等よる想定外の被害が発生し

ているので、石木ダムの必要性が高

まっていると述べている。 

 

石木ダムがあれば、想定外の大雨

に本当に対応できるのであろうか。 

 

2018 年７月の西日本豪雨、2019 年

10 月の台風 19 号豪雨のような想定

外の豪雨が川棚川流域で降った場合

はどうなるのか。 

 

結論を先に述べれば、石木ダムが

あっても、対応することができな

い。 

 

長崎県公共事業評価監視委員会の

委員長は基本的な認識ができていな

い。 
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石木川は川棚川のかなり下流で

合流するので、石木ダムより下流

になる流域面積は 7.14 ㎢であり、

川棚川の全流域面積 81.44 ㎢の

8.8％である。 

 

すなわち、石木ダム完成後に

1/100 の雨に対応できるのは、計画

上も流域の 8.8％にすぎない。 

石木ダム完成後に 1/100 の雨に

対応できるのは、計画上も流域の

8.8％にすぎないが、実際には石木

ダムより下流域でも 1/100 の雨が

降れば、石木ダム後も氾濫すると

ころが少なからずある。 

川棚大橋より下流の最下流区間

は、左岸、右岸とも現況堤防高が

計画堤防高を大幅に、１～２ｍも

下回っているところが多いので、

1/100 の雨が降れば、氾濫が必至で

ある。 

川棚大橋より下流は左岸側、右

岸側とも、岸壁すれすれのところ

に家々、建物が立ち並んでおり、

多少なり大きな洪水が来れば、氾

濫しそうな状態になっている。 

川棚大橋より下流の最下流区間

は、堤防の整備計画がなく、現状

のまま放置されることになってい

る。 

その理由を調べたところ、この

区間は河川管理者ではなく、港湾

管理者の管理区間になっているた

め、整備計画がなかった。 
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川棚川下流部の市街地は公共下水

道計画区域であって、低地が多い。

低地は、川棚川からの氾濫がなくて

も、内水氾濫で溢れるところが多

い。内水氾濫とは、河川からの越流

ではなく、そこで降った雨がはけき

れずに溢れる現象である。 

公共下水道計画区域は計画降雨が

１/10 であるから、低地部は１/100

の雨で氾濫する可能性が高い。 

１/100 の大雨が降った場合、川棚

川流域において石木ダムで対応できる

のは計画上は流域面積の 8.8％である

が、その中には、川棚川下流部の公共

下水道計画区域の低地部と、川棚大橋

下流の港湾管理者の管理区間が含まれ

ており、それらを除くと、実際に石木

ダムで対応できるのは川棚川流域の 4

～5％にとどまる。 

１/100 の雨で氾濫するのであるか

ら、それを超える未曽有の豪雨が降れ

ば、ひどく氾濫することは必至でる。 

 

大洪水時に石木ダムは洪水調節の

機能を維持できるのかという疑問に

対して、長崎県は「石木ダムは人為

的なゲート操作による放流を行わな

い自然調節式のダムであるので、洪

水被害が拡大することはない」と答

えている。 
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  石木ダムは洪水時の放流量を常用

洪水吐の穴の大きさで抑える自然調

節式のダム（流水型ダム）で、常用

洪水吐は高さ2.4ｍ、幅2.0ｍの2門

である。放流量を抑えるため、洪水

吐の穴が小さくなっている。 

山腹が崩壊したような大洪水時に

は、枝葉が付いた樹木そのものが土

石とともに一挙に流出してくるであ

ろうから、流出樹木などで常用洪水

吐の流入口が閉塞して、通水能力が

激減してしまうことが予想される。 

大洪水時の流木は左の写真にある

流水型ダムの試験に使われた材木で

はなく、枝葉が付いた樹木そのもの

が土石とともに流れ込んでくる。 

流水型ダムは歴史が浅く、日本で

最も古い島根県の益田川ダム(2005

年度完成）さえ、完成してから十数

年しか経っておらず、大洪水時にど

うなるのかは不明である。 

石木ダムの常用洪水吐の流入口が

閉塞した場合は洪水を自然調節する

機能が失われ、流入洪水がそのまま

非常用洪水吐から一挙に下流へ流下

することになる。 

2018年７月の西日本豪雨では愛媛

県・肱川の野村ダムと鹿野川ダムが

満水になって洪水調節機能を失い、

急激に大量の水を放流したことによ

り、ダム下流域で大規模な氾濫が起

き、凄まじい被害をもたらした。 

ダムは洪水調節機能を失うと、流

入水をそのまま放流して放流量を急

激に増やすため、ダム下流の住民に

対して避難する時間をも奪ってしま

った。 
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   長崎県は治水効果が希薄な石木ダ

ムの建設に拘泥することはあっては

ならない。 

長崎県が石木ダム建設の呪縛から

解き離れて、川棚川流域の住民の生

命と財産を本当に守ることができる

治水対策に力を注ぐことを強く望み

たい。 

計画を超える雨が降った時に壊滅

的な被害を受けないよう、川棚川流

域で特に危ないところをピックアッ

プして堤防嵩上げなどの対策を講じ

る必要がある。 

利水についての結論 

 

佐世保市は水需要が大幅に減

ってきたことによって、現在は

渇水に強い都市になっており、

今後はさらなる水需要の減少で

渇水に一層強い都市になってい

く。 

石木ダムとその水道関連事業

は必要性が喪失しているにもか

かわらず、市民に多額の費用負

担を強いるものであるので、直

ちに中止すべきである。 

長崎県による石木ダムの工期

延長に伴って、佐世保市が石木

ダムの再評価を行うことになっ

た。 

1 月 23 日の佐世保市上下水道

経営検討委員会は、市が示した

再評価案の水需要予測を了承し

た。 



7 

 

-  一日最大給水量の実績は2000年代

に入ってから確実な減少傾向になり、

2018年度は77,968㎥/日まで縮小し

ている。これは主に一人当たり水量の

減少によるものである。 

ところが、現予測では2014年度か

ら急速な増加傾向に転じて、2024年

度には105,461㎥/日になるとしている。 

今回の新予測でも2019年度に急に

100,650㎥/日まで増加し、最終目標

年の2038年度には106,549㎥/日にな

るとしている。このように水需要が急

増するという架空の水需要予測が踏襲

されている。 

新水需要予測の内容があまりに

も現実とかけ離れていて、科学性

が欠如しているので、「ダム検証

のあり方を問う科学者の会」が 2

月 4日、その問題を指摘する意見

書を提出した。 

新水需要予測を根本から見直し

て科学的な根拠がある予測を改め

て行うことを求めた。 

佐世保市が架空の水需要予測を

続ける理由は、石木ダムの必要性

をつくり出すことにあり、ダム推

進のための架空予測である。 

しかし、この架空予測はダムが

完成すれば、用無しとなる。 

 

札幌市は当別ダムが完成するま

では架空予測を行っていたが、ダ

ム完成後はがらりと変わって、今

後の水需要は漸減していくという

実績重視の予測になった。 
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縮小社会の進行で、佐世保市水

道も水需要がますます小さくな

り、水余りが次第に進む時代にな

ってきている。 

佐世保市水道の一人一日最大給

水量は 2000 年代に入ってから確実

な減少傾向となり、1994 年度から

2018 年度までの 24 年間に 2割近く

も減ってきた。 

佐世保市の一人一日最大給水量

の減少は、①節水型機器の普及等

による節水の進行、②夏期のピー

ク給水量の低下、③漏水防止対策

による漏水量の減少という三つの

要因が働いてきたことによるもの

である。 
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佐世保市の新水需要予測は、現

実性が疑わしい水需要増加要因を

いくつも積み上げて、大幅増加の

将来値がつくられている。 

ここでは、以下、⑦と⑧を例に

とって、その虚構を述べることに

する。 

国立社会保障・人口問題研究所の

推計によれば、佐世保市の人口は今

後は次第に減少し、2045 年には現

在の 8割以下になり、その後も減っ

ていく。 

佐世保市の一日最大給水量の大幅

な減少は主に一人当たり水量の減少

によるものであるが、今後は人口も

減っていくから、市の予測のように

水需要が急増していくことはありえ

ないことである。 

一日最大給水量の予測値は一日平

均給水量の計算値を負荷率で割って

算出するので、この負荷率をどう設

定するかによって、一日最大給水量

の予測値が大きく変わる。 

近年は乾燥機や空調機の普及など

により、使用水量の季節差が小さく

なり、これを反映して負荷率が大き

く上昇してきている。 

一方、市は20年前の低い負荷率を

使って、一日最大給水量を意図的に

大きくする操作を行い、約8,000㎥/

日大きくしている。 
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浄水場ロス率は実績が 3～5％で

あるのに、佐世保市の予測はロス率

が 10％あるとして、一日最大取水

量を 5,000 ㎥/日以上大きくしてい

る。 

 

佐世保市も 2007 年度予測では浄

水場ロス率を 5％としていたが、

2012 年度予測から予測値を大きく

するため、10％を使うようになっ

た。 

佐世保市の説明 

 

佐世保市は過去の渇水が再来す

れば、市民の生活への影響が計り

知れないものになると述べてい

る。 

市は、渇水の恐怖を煽って、石

木ダムが必要だと宣伝している。 

佐世保市の一日最大取水量は、一

人当たり水量が現状のままとして

も、人口の減少とともに減少し、

2045 年度には現状より２割減とな

り、64,000 ㎥/日程度になる。 

  

実際には今後、節水型機器の普及

で、一人当たり取水量がさらに小さ

くなっていくことが予想されるの

で、もっと小さい水量になる可能性

が高い。 



11 

 

  

2007 年度渇水が再来した場合 

 

2007 年度で給水制限を行われた

期間の給水量と、現在（2016 年

度）の給水量を比較すると、後者

が前者を下回っている。 

 

したがって、2007 年度の渇水が

再来しても、現状では水需要の減

少により、給水制限なしで対応す

ることが可能になっている。 

 

佐世保市は過去の渇水が再来し

たら、大変な事態になると、渇

水の恐怖を煽っているが、実際

には佐世保市は水需要の大幅な

減少により、石木ダムがなくて

も、渇水に強い都市になってお

り、市民生活への影響はなくな

っている。 

これからも水需要の更なる減

少で佐世保市はますます渇水に

強い都市へなっていく。 

佐世保市の近年の渇水は 1994 年

度渇水と、2007 年度の冬期渇水で

ある。 

その時と現在の一日最大給水量

を比較すると、現在は給水量が大

幅に小さくなっている。 

2018 年度÷1994 年度 

77,968 ㎥/日÷101,419 ㎥/日 

＝77％ 

2018 年度÷2007 年度 

77,968 ㎥/日÷92,440 ㎥/日 

＝84％ 
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佐世保市は保有水源を恣意的に

過小評価している。 

 

佐世保市は許可水利権の 77,000

㎥/日のみを安定水源としている

が、実際には慣行水利権も安定水

源である。 

2007 年度渇水（10 年に 1回程

度の渇水年）における減圧給水期

間中の平均取水率を見ると、相浦

川慣行水利権が 65％、許可水利

権が 70％であり、慣行水利権も

取水の安定度は許可水利権とほぼ

同じである。 

佐世保市水道の水需給の現状を

正しく評価すれば、一日最大取水

量約 80,000 ㎥/日に対して、実際

の安定水源は約 100,000 ㎥/日あ

るから、約 20,000 ㎥/日の水源余

裕量がある。 

今後は水需要が縮小していくの

で、水余りが次第に進行してい

く。 

石木ダムの必要性は、水需要の

架空予測と保有水源の過小評価に

よってつくり出されたものなので

ある。  
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佐世保市民は石木ダムのために、

いくら負担することになっているの

か。 

 

佐世保市の資料によれば、石木ダ

ムの建設および関連水道施設整備事

業で佐世保市が負担する金額は国庫

補助金を除くと、312 億円である。 

 これを佐世保市の現世帯数で割る

と、1世帯あたりの負担額は約 30 万

円になる。 

事業を継続すると、石木ダムお

よび関連水道施設の完成後の負担

が加わってくる。 

長崎県の資料によれば、完成後

の負担額（維持管理と施設更新）

は 294 億円である。完成までの負

担額 312 億円と合わせると、606

億円になる。 

これを佐世保市の現世帯数で割

ると、1世帯あたり負担額は約 57

万円になる。 

更なる増額要因もある。一つ

は、今後の人件費や工事単価等の

上昇であり、もう一つは、ダムサ

イトの地質対策の追加が必要とな

ることである。佐世保市民が負担

する金額は上記の試算値よりさら

に大きなものになる可能性が高

い。 

必要性が欠如した石木ダム事業

によって佐世保市の現世代だけで

はなく、後世の世代にも巨額の費

用負担を強いる愚行を続けてはな

らない。 


